
記入例をご参考に以下の書類を作成し、郵送にて申請してください。 

支給可否や認定期間等は、提出いただいた書類を審査のうえ決定いたしますのでご承知おきください。 

 

 

【世帯で記入する書類】 

 (１) 新型コロナウィルス感染症に係る国民健康保険傷病手当金支給申請書 （世帯主記入用） 
 (２) 新型コロナウィルス感染症に係る国民健康保険傷病手当金支給申請書 （被保険者記入用） 

  ※ 申請書下部は事業主への依頼も必要です。詳しくは記入例をご確認ください。 

 (３) 誓約書兼同意書 

【世帯で用意する書類】 

 (１) 課税所得のわかる給与明細書の写し（下記【事業主に依頼する書類】の内容が分かるもの） 
  ※ 給与明細書を用意できない場合は、源泉徴収票及び労働契約書の２点で代用できます。 

 (２) 申請者（今回コロナで療養した方）の被保険者証の写し 

  ※ 申請者が世帯主でない場合のみ、世帯主の本人確認書類として、運転免許証、マイナンバーカード、

被保険者証等いずれか一つの写しが必要です。 

 (３) 傷病手当金支給が決定した際に振込先となる銀行通帳(または画面)を紙に印刷したもの 

  ※ ＜提出が必要な面＞ 金融機関名、支店名、口座名義、口座番号等が分かる面。 

 (４) 有効な労働契約書の写し（こちらは給与等を現金手渡しで受け取っている方のみ提出してください） 

 (５) 最新の源泉徴収票の写し（こちらは給与等を現金手渡しで受け取っている方のみ提出してください） 

【事業主に依頼する書類】 

 (１) 新型コロナウィルス感染症に係る国民健康保険傷病手当金支給申請書 （事業主記入用） 

  
※ 申請書中の②（直近 3 ケ月の勤務状況）は、事業所の締日に関わらず、最初に休んだ日が属する月を

含む過去三ケ月の各月 1日から月末分を記入。 

【医療機関等に発行してもらう書類】 

 (１) 新型コロナウィルス感染症の罹患（または感染による療養）を証明する書類 

  

※ 具体的な提出書類については、次ページをご確認ください。 

※ 感染の証明のみで療養期間の証明が記載されていない場合、療養時の標準的な期間（発症から 7 日間

など）で認定手続きを行います。 

 

 

 

 

 

 

 

送付先 〒114-8508 東京都北区王子本町１－１５－２２ 北区役所 国保年金課 国保給付係 宛 

※ 新型コロナウィルス感染症感染拡大防止の観点から、郵送での申請にご協力ください。 

※ 発送の際には切手の貼付をお願い致します。 

※ すべての申請書類が正しい形式で提出されてから支給まで、通常 2 か月程度かかります。 

ご提出いただく書類 

上記の書類が揃いましたら、以下の送付先へすべてまとめて郵送してください。 



提出する罹患（りかん）／療養証明書確認表 
次の質問に回答し、申請の際には該当する証明書をご提出ください。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

療養した時、あなたは次のうちのいずれかに該当していましたか。 
 65 才以上であった。 
 入院をした。 
 重症化リスクがあり、かつ、新型コロナ治療薬の投与を行った又は、 

重症化リスクがあり、かつ、新型コロナ罹患により新たに酸素投与を行った。 
 妊娠していた。 
 令和 4 年 9 月 25 日以前に陽性と診断を受けた。 

いいえ 

（該当しません） 

はい 

（該当します） 

＜提出書類＞ 
療養証明書 
※ My ＨＥＲʷＳＹＳ（マイハーシス）で発行した療養証明書を紙に印刷してご提

出ください。操作方法等は以下をご確認ください。 
＜操作方法のアドレス＞ 

＜操作方法のＱＲコード＞ 
 
 
＜問合せ先＞03-5877-4805  

＜提出書類＞（次のうちいずれか一つを提出） 
① 「東京都陽性者登録センターでの登録通知」等 

 

療養していた際に「東京都陽性者登録センター」から受信した、登録完了通知を紙に印刷してご提出ください。 

なお、令和５年５月８日以降、当センターのサービス終了に伴い新規登録をはじめ、現在は操作できません。 

※ 療養時にセンターへの登録ができなかったなど、やむを得ない場合には、医療機関から配布された「コ

ロナの陽性が判明した時」（発行医療機関名、受診日、検査対象者名、検査方法と結果、が記載され

たもの）等で代用できます。その場合、区から医療機関へ確認することがあります。 

②「医療機関発行の検査結果報告書」 

 

被保険者氏名、検査日／検査結果判明日、医療機関名が記載されたもの。医療機関名の記載がない場合は、検

査を受けたことが分かる、医療機関名が記載された「診療明細書」も一緒にご提出ください。 

③「医療機関発行の診療明細書」 

 
医学管理料に「二類感染症患者入院診療加算」（外来診療・診療報酬上臨時的取扱を含む）が記載されたもの。

後日区から医療機関へ確認の連絡を入れる場合もございます。 

 





 

被保険者記入用 

記入例 

ご記入いただいた内容について、事業主の証明（点線内の記入）が必要になります。 

なお、就労先が複数ある場合は、いずれか一つの事業主から証明を受けてください。 

※ 現在、感染拡大を踏まえた厚生労働省の通知に基づき、医療機関記入用の支給申請書提出を臨時的に省略す

る代わりに、事業主の証明をいただくこととしております。 

こちらの欄の記入は現在、 

すべての申請者が 

必要です。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

事業主記入用 

記入例 
こちらの記入例及び記入様式は事業主様へ渡し、記入を依頼してください。 

記入例は両面刷りで、ご覧いただいている面には様式上半分について、裏面には様式下

半分について、記入にあたっての注意事項等を記載しております。 

 

 

 

 
無給休暇にのみ「×」を付けてください。 

一方で、当初から勤務を予定していなかった日には「×」を付けないでください。 

【よくある誤り】 

有給休暇や、出勤日が平日の方について土日祝日なども含めて、コロナでの療養期間すべて

に「×」を記入するのは誤りです。 

誤った記入 

正しい記入 

上記①に記入した、最初の療養日が属する月を含め、直近３か月分を記入してください。 

また、申請者に別途ご提出いただく勤務表と整合が取れるかもご確認ください。 

第 1面 

各月の無給休暇の箇所（「×」の

箇所）は両項目で一致します。 

項目① 

項目② 

記入漏れが特に多いので、忘れずにご記入ください。 

裏面もあります 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業主記入用 

記入例 
こちらの記入例及び記入様式は事業主様へ渡し、記入を依頼してください。 

記入例は両面刷りで、ご覧いただいている面には様式下半分について、裏面には様式上

半分について、記入にあたっての注意事項等を記載しております。 

 

 

 

 

「支給した賃金内訳」は、最初の療養日が属する月を含め、直近３か月分の記入が必要です。 

事業所の支給日や締日にかかわらず、１日から月末日ベースで「発生」した賃金を事業主様に記

入・証明いただくものとなります（「支給ベース」ではありません）。 

そのため、給与締日が月の途中にある場合は、１日から月末日ベースに再計算してご記入いただくこ

とになり、給与明細の額とは一致しないと思われます。 

なお、給与締日が月末の場合は、給与明細と一致します。 

＜例＞ ３月に最初の療養日があり、事業所の締日が１５日、支払日が当月末の場合。 

【正しい記入】 １月１日～１月３１日、２月１日～２月２９日、３月１日～３月３１日

の就労に対して支払った賃金を記入（１日から月末ベース） 

【誤った記入】 １２月１６日～１月１５日、１月１６日～２月１５日、２月１６日～３

月１５日の就労に対して支払った賃金を記入（事業所の支給ベース） 

 

第２面 

裏面もあります 

【問い合わせ先】 
〒１１４－８５０８ 
東京都北区王子本町１－１５－２２ 
東京都北区役所 国保年金課 国保給付係 
TEL：０３－３９０８－１１３２ 



 

 

 

 

 

 

誓約書兼同意書 

記入例 

傷病手当金の対象となる被保険者の氏名を記入してください。 

被保険者と世帯主が同一人物の場合は世帯主名をご記入ください。 

被保険者と世帯主が同一人物の場合は、お手数ですが２回氏名をご記入ください。 

＜例＞  「私（被保険者） 北 太郎 と、世帯主 北 太郎 は、」 


